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第３回東京グローバル・ダイアログ  

岸田総理大臣挨拶 

 
 

佐々江理事長、御出席の皆様、 

世界から高い評価を受ける日本国際問題研究所による、「第３回東京グローバル・ダイアログ」

が、今年も、世界各地から、多くの皆様の参加を得て開催されますことを、心より嬉しく思います。 

北朝鮮による核・ミサイル開発、東シナ海・南シナ海における一方的な現状変更の試み、軍事バ

ランスの変化による緊張の高まりなどにより、地域の安全保障環境は急速に厳しさを増しています。

この地域は、米中競争の最前線です。我々は、ウクライナをめぐる状況についても、国際社会の秩

序に関わる問題として、重大な懸念を持って注視しています。 

こうした厳しさと複雑さを増す国際情勢の中で、私は、自由、民主主義、人権、法の支配といった

普遍的価値を重視しながら、未来への理想の旗をしっかりと掲げつつ、したたかで、徹底的な現実

主義を貫く「新時代リアリズム外交」を展開していく決意です。 

先般のバイデン大統領とのテレビ会談成果を踏まえ、日米同盟の抑止力・対処力の一層の強化

を着実に進めていきます。年内には、新たな国家安全保障戦略、防衛大綱、中期防衛力整備計画

を策定し、防衛力を抜本的に強化してまいります。 

世界の活力の中核であるインド太平洋地域において、ルールに基づく自由で開かれた秩序の実

現が重要です。「自由で開かれたインド太平洋の実現」に向け、同盟国・同志国との連携を一層強

化していきます。 

その重要な推進力の一つである日米豪印については、私が主催して、本年前半に、日本で首脳

会合を開催します。４か国の首脳で、このクアッドの協力を次のステップに押し上げていく機会とした

いと思います。 

世界各国が戦略的物資の確保や重要技術の獲得にしのぎを削る中、経済安全保障は、待ったな

しの課題であり、２１世紀型のグローバル・ルールの中核となるものです。 

我が国の安全を守り、世界の成長を取り込む。そうした国際的なルール作りにも、米豪印を始め

とする同志国と連携して、積極的に取り組んでまいります。 

（注）本挨拶は２月中旬に事前収録したものであることから、その後の情勢の変化を踏まえ、 

   ウクライナ情勢及び日露関係並びに在中国日本大使館員の一時拘束事案について、 

別紙の日本政府の立場が挨拶の後に読み上げられた。 
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さらに、広島出身の総理大臣として、「核兵器のない世界」に向け、世界をリードするのみならず、

気候変動、国際保健についても主導的な役割を果たしてまいります。 

皆さんの活発な議論や政策提言を通じ、この会議が、日本の外交・安全保障政策に貢献される

ことを祈念し、私の挨拶とさせていただきます。 

御清聴、ありがとうございました。 

（了） 
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別紙 

 

ウクライナ情勢及び日露関係並びに在中国日本大使館員の一時拘束事案に係る 

日本政府の立場 

 

 

１ ウクライナ情勢及び日露関係 

今回のロシアによるウクライナ侵略は、力による一方的な現状変更の試みであり、国

際秩序の根幹を揺るがす行為である。明白な国際法違反であり、断じて許容できず、厳

しく非難する。今こそ、国際秩序の根幹を守り抜くため、結束して、毅然と行動しなけ

ればならない。我が国として、このことを示すべく、断固として行動していく。こうし

た暴挙には高い代償が伴うことを示していく。国際社会は、ロシアの侵略により、ロシ

アとの関係をこれまで通りにしていくことはもはやできないと考えている。我が国は、

Ｇ７各国、国際社会と共に、ロシアに対して強い制裁措置をとっていく。 

ロシアについては、両国間の最大の懸案である北方領土問題を解決して平和条約を締

結するとの方針の下、これまで粘り強く交渉を進めてきた。しかし、今回のロシアによ

るウクライナ侵略に対しては、Ｇ７をはじめ国際社会と結束して、毅然と行動する必要

がある。 

北方領土問題に関する我が国の立場や、ご高齢になられた元島民の方々の思いに何と

か応えたいという思いはいささかも変わらないが、今この時の状況に鑑みれば、平和条

約交渉の展望について、申し上げられる状況にはないと考える。 

ロシアが国際社会の非難を真摯に受け止め、侵略をやめて問題の外交的解決に向かい、

我が国を含む国際社会との関係を正常なものに戻す日が早急に来ることを望む。 

 

２ 在中国日本大使館員の一時拘束事案 

先般、北京において、在中国日本大使館員が、その意に反して中国側当局により一時

拘束されるという事案が発生した。本件は、外交関係に関するウィーン条約の明白な違

反であり、到底看過できず、断じて受入れられない。中国側に対し謝罪と再発防止を強

く求めている。 

（了） 


